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☆本日の内容☆

1. アンケート調査結果（町民向け）

2. CO2の排出量データの算定方法

3. CO2の排出量データの現況値・将来

4. CO2の排出量データの現況の値と
アンケート結果との比較

5. 今後について
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１.アンケート調査結果： ①回答者について（年代）

問１-年代

10～30代 14.7％
40～50代 27.0％
60～80代以上 58.3％

半数以上が60代以上

アンケート調査の概要
【実施期間】 令和5年9月19日から10月6日
【アンケート調査配布数】 1,000通
【配布方法】 郵送 + LINE/HP経由
【回収数】 284通 （内WEB回答34）
【回収率】 28.4％ + 49通（LINE/HP経由）
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１.アンケート調査結果： ①回答者について（芽室町に対する愛着）

どの項目も8割以上が当てはまる、ややあてはまる

→町への愛着は高い
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問３-脱炭素に関する言葉の理解度

１.アンケート調査結果：②脱炭素（脱炭素に関する言葉の理解度）

【全体】
「内容まで知っている」3－4割
「聞いたことがある」5割程度
【年代別】
ゼロカーボンは年代による差が無い
SDGｓ・再生可能エネルギーは若い
世代の方が理解度は高い 5



１.アンケート調査結果：②脱炭素（温室効果ガスの達成度）

問4-温室効果ガスの達成度

【全体】
目標達成+目標以上：45％、
20～30％達成：26％、
50％達成：26％

【年代別】
20～30代は20～30％達成
が多い

→若年層は無理のない範囲で
考えている
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１.アンケート調査結果：②脱炭素（環境への行動）
問5-地球温暖化やエネル
ギーに配慮した行動

【全体】意識している・少
し意識している：8割以上

【言葉の理解度（問3）】
内容を知っている・聞いた
ことがある→環境に配慮し
た行動を実施している。

→理解度を深めることが環
境への行動につながる 7



１.アンケート調査結果：③環境配慮への取り組み（自動車）

問14-自動車から「徒歩」
「自転車」「公共交通機関」
に移行することは可能か

【全体】
自動車から移行が難しいと考える方が8割程度

【年代別】
40代を除き、年代が高くなるにつれて車からの移行が可能
（環境のことではなく、体力的なことが考えられる）
40代がなぜ高いかは不明 8



１.アンケート調査結果： ③環境配慮への取り組み（自動車）

問15-問14で難しいと回答した理由

自動車以外の手段がないのが大きな理由

問16-自動車からの温室効果ガスを減らす地域での取り組み

自動車自体の脱炭素化（自動車に乗れる方）と
公共交通機関の充実（自動車に乗れない方）の両輪の対策が必要 9



１.アンケート調査結果： ③環境配慮への取り組み（エネルギー設備）

問20-導入しているエネルギー設備

導入が進んでいる：「LED」「外断熱・二重窓」
今後導入したい ：「蓄電池」「省エネ機器」「エコカー」「太陽光発電」

うち「エコカー」「蓄電池」「省エネ機器」
→“補助がなくても導入したい“が１割程度

「太陽光発電」 →“補助がなくても導入したい“は0
費用が高いものほど補助が必要 10



１.アンケート調査結果： ③環境配慮への取り組み（エネルギー設備）

問21 環境に配慮したエネルギー設備を導入する上で重視すること

金銭面や効果・情報を重視している
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１.アンケート調査結果： ③環境配慮への取り組み（日常生活での取り組み）

問22 日常での取り組み

日常での取り組みは、ほとんど実施している。
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１.アンケート調査結果：④町の取り組み（推進すべきこと）
問２3 脱炭素社会に向けて町が推進すべきこと

【年代別】

【職業別】

年代問わず 「公共施設」
20-60代：「エネ補助」
40-80代：「町民取り組み」

「工場や事業所」

職種問わず「公共施設」
農業：「農業分野」
自営業、パート、無職：「町民取り組み」
会社員、公務員：「エネ補助」



１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（重視すること）

問２4 脱炭素社会の実現に向けて、町が重要視すべきこと

【年代別】 【職業別】

年代、職種問わず「住環境」と「景観資源」
10－60代：「経済」

→地域の景観や住環境を守りながら脱炭素を進めるべき 14



１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（脱炭素実現の効果）

問２5 脱炭素社会が実現することで生まれる効果

【年代別】

年代問わず、
「地域活性化」、「コスト軽減」

20-70代：「産業」
10-20、60-80代：「知名度」
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１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（将来イメージ）

問２6 芽室町に望むイメージ

【年代別】年代問わず、「農業」・「健康」
高年代：「心豊かで充実」
中年代：「子供」
低年代：「安全・安心」
が多い

→農業と健康は全世代、さらに年
代にあわせた将来像（イメージ）
が重要
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１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（再エネの知名度）

問２7 エネルギー別再エネの知名度

太陽光、風力： 「内容まで知っている」 ＞ 「聞いたことがある」

中小水力、地熱、
バイオマス： 「内容まで知っている」 ＜ 「聞いたことがある」
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１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（再エネの推進）

問２8 再エネ発電の推進

風力、中小水力、地熱： やや否定的
太陽光、バイオマス： 肯定的
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１.アンケート調査結果： ④町の取り組み（導入の課題）

問29
再生可能エネルギーを
導入していく際の課題

世代に関係なく「コスト」
ついで「情報」

再エネを
知らないこと
からくる課題

再エネを
知ってること
による課題

対策

費用対効果まで
含んだ新サービ
ス等の情報提供

情報発信



１.アンケート調査結果：まとめ
② 脱炭素について
・言葉：「内容まで知っている」「聞いたことある」8－9割。
ゼロカーボン」は年代による差が無い。
「SDGs」「再エネ」は若い世代の方が知っている。

・地球温暖化問題に配慮した行動：「意識している」「少し意識している」
8割以上。言葉の理解度が高い方が環境への意識は高い。

③ 環境配慮への取り組み
・自動車からの脱却：難しい。理由→自動車以外の手段がない。
自動車自体の脱炭素化と公共交通機関の充実が必要。

・再エネ、省エネ導入：導入済→「LED」「外断熱・二重窓」。
補助が無くても導入したい→「エコカー」「蓄電池」「省エネ機器」。
補助があれば導入したい→「太陽光発電」。 重視するのは金銭面や効果。

・日常的な取り組み：ほとんどで高い実施率。

④ 脱炭素向けた町の取り組み
・推進すべきこと：年代職種に関係なく「公共施設」
・重視すべきこと：世代に関係なく「地域の景観」や「住環境」
・将来像：「農業」と「健康」は全世代で共通。年代による違いもあり
・推進すべき再エネ：「太陽光」「バイオマス」
・再エネ導入の課題：「コスト」。情報発信は理解度に応じた対策 20



２. CO2の排出量データの算定方法：算定ルール

CO２の排出量は環境省の定めるマニュアルに準じて算定

環境省 HP 21



２. CO2の排出量データの算定方法：算定の対象年度・ガス

温室効果ガス 概要

二酸化炭素（CO2） 主に化石燃料を燃焼させると発生し、廃棄物
の焼却によって排出されます。

メタンガス（CH4）や 一酸化二窒素（N2O）は 対象外

対象年度

対象とする温室効果ガス

基準年度：2013年 日本政府が設定する削減の基準年度

現況年度：2020年 算定に用いるデータの入手可能な最新年度

中間目標年度：2030年 日本政府が設定する削減の中期目標年度

長期目標年度：2050年 日本政府が設定する削減の長期目標年度

現況推計

将来推計 2013年度比 国46％（北海道48％）削減

ゼロカーボン
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２. CO2の排出量データの算定方法 ：算定対象項目

環境省マニュアル

●産業
製造業
建設・鉱業
農林水産業

●業務その他

●家庭

●運輸
自動車（貨物）
自動車（旅客）
鉄道

●廃棄物分野
一般廃棄物
（焼却処分）
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２. CO2の排出量データの算定方法 ：現況（2013,2020年）

環境省マニュアル

算定方法

環境省「自治体排出量カルテ」
【芽室町の算定方針】
ベースとする算定方法

標準的手法＝自治体排出量カルテ

※アンケート結果との乖離が大きい分野
実績値活用法による算定も検討
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３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：標準手法

基準年度：2013年度（標準手法＝自治体排出量カルテ）

平成25年度
排出量

(千t-CO2)
合　　計　 381 100%

産業部⾨ 239 63%
製造業 207 54%
建設業・鉱業 2 1%
農林⽔産業 30 8%

業務その他部⾨ 38 10%
家庭部⾨ 42 11%
運輸部⾨ 61 16%

⾃動⾞ 61 16%
旅客 24 6%
貨物 36 9%

鉄道 1 0%
廃棄物分野（⼀般廃棄物） 2 0%

部⾨ 構成⽐

★ 排出量の多い項目トップ３ ★
（１）産業部門（製造業） ： ５４％
（２）運輸部門（自動車） ： １6％
（３）家庭部門 : １１％ 25



３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：標準手法

最新年度：20２０年度（標準手法＝自治体排出量カルテ）

★ 排出量の多い項目トップ３ ★
（１）産業部門（製造業） ： ５０％
（２）運輸部門（自動車） ： １７％
（３）産業部門（農林水産業） : １３％ 26



標準手法（自治体排出量カルテ）
２２１,２８５ t-CO2 /年

特定事業所（2019年）排出量（自治体排出量カルテ）
２１４,000 t-CO2 /年

特定事業所の占める割合が大きい

27

３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：標準手法

※特定事業所
温対法に基づき、温室効果ガスを多量に排出する者は、温室効果ガスの排

出量を算定し、国に報告する義務。



３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：将来推計の方法

◎現状趨勢（BAU）ケース
追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の排出量

◎脱炭素に向けた施策を反映したケース
国の施策を実施した場合や地域に再エネを導入した場合などの排出量

将来推計

現状趨勢（BAU）ケース

人口変動、経済成長率など現況年度：2020年

【芽室町のBAUケースの算定方法候補】

1.全部⾨に町の将来の⼈⼝変動予測を反映

2.産業部⾨は⼀定、家庭部⾨、運輸部⾨、業務その他部⾨は⼈⼝変動予測を反映
28



３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：芽室町の人口変動予測

（参考）第２期芽室町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 29
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３. CO2の排出量データの現況値、将来 ：BAUケース②
単位：t -ＣＯ2
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３. CO2の排出量データの現況値、将来 ： BAUケース②（製造業除）

産業⼀定、それ以外は⼈⼝変動を反映

現況 将来推計
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製造業（主に特定事業者）を除いた場合

運輸 → 産業（農業）→ 家庭

単位：t -ＣＯ2



４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）

標準的手法の妥当性についてアンケートの結果を用いて検討

算定方法（再掲）

【芽室町の算定方針】
ベースとする算定方法

標準的手法＝自治体排出量カルテ

※アンケート結果との乖離が大きい分野
実績値活用法による算定も検討
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：家庭部門

●灯油
・月平均額
・最も高い時期の金額

●ガス
・月平均額
・最も高い時期の金額

●電気
・月平均額
・最も高い時期の金額
・直近の使用量 (kwh)

家庭部門のCO2排出量算定方法（アンケート結果）
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：ガス

【家庭部門：ガス】 最新年（２０２０）のCO2排出量計算方法（アンケート結果）
①アンケート結果（月平均額）から世帯人数を反映した1世帯あたりの月平均額を算出
②月平均額/世帯÷ 芽室町プロパンガス料金（※） ＝ 月平均ガス使用量/世帯
③月平均ガス使用量/世帯 × 芽室町世帯数 × ２０２０年のプロパン（LPG）排出係数

② (8,693-2,387)÷８６８＝7.26㎥
7.26×1.99＝14.45ｋｇ/世帯/月

③ 14.45÷1,000（kgをｔに変換）
7,980世帯×排出係数 3.0（tCO2/t）
=345.93 t-CO2/月

＝4,151 t-CO2/年

※

①月平均 ８，693円/世帯

標準手法（自治体排出量カルテ）
3,863 t-CO2 /年
※都市ガス含む

（税抜）

（税抜）
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：電気

【家庭部門：電気】 最新年（２０２０）のCO2排出量計算方法（アンケート結果）
①アンケート結果（月平均額）から世帯人数を反映した1世帯あたりの月平均額を算出
②月平均額/世帯÷ 北電料金（従量電灯B/30A※ ） ＝ 月平均電気使用量/世帯

③月平均電気使用量/世帯× 芽室町世帯数 × ２０２０年の北電排出係数

①月平均15,613円/世帯

※日本の一般家庭の平均契約アンペアと家庭向け電気契約標準プラン

② (15,613-1,122 ） ÷ 41.73
= 347.26 kWh/世帯/月

③ 347.26×7,980世帯
×排出係数 0.000601 （t CO2 /kWh）
=1,665.45 t-CO2/月

＝19,985 t-CO2/年

標準手法（自治体排出量カルテ）
18,736t-CO2 /年

（税込）
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：灯油

【家庭部門：灯油】 最新年（２０２０）のCO2排出量計算方法（アンケート結果）
①アンケート結果（月平均額）から世帯人数を反映した1世帯あたりの月平均額を算出
②月平均額/世帯÷ 芽室町灯油料金（※ ） ＝ 月平均灯油使用量/世帯

③月平均灯油使用量/世帯 × 芽室町世帯数 × ２０２０年の灯油（軽質油）の排出係数

①月平均14,086円/世帯

標準手法（自治体排出量カルテ）
1３,36７t-CO2 /年

※資源エネルギー庁「給油所小売価格調査」灯油店頭価格と配達価格の平均値（2022年１０月～２０２３年３月）

②14,086÷１１７ = 120.39 L /世帯/月

③120.39÷1,000（LをKLに変換）
× 7,980世帯 × 排出係数 2.49

（t CO2/KL）
= 2,392 t CO2/月

＝1４,352 t CO2/年（6ヵ月）

（税込）
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：家庭部門

アンケート結果は
標準手法と比べて

１．０７倍

家庭部門は
標準手法の適用可

令和2年度

排出量
(千t-CO2)

合　　計　 348 100%
産業部⾨ 221 64%

製造業 175 50%
建設業・鉱業 2 0%
農林⽔産業 45 13%

業務その他部⾨ 29 8%
家庭部⾨ 36 10%
運輸部⾨ 60 17%

⾃動⾞ 59 17%
旅客 19 5%
貨物 40 11%

鉄道 1 0%
廃棄物分野（⼀般廃棄物） 1 0%

部⾨ 構成⽐

【家庭部門】 標準手法とアンケート結果との比較
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：産業部門

【産業部門】 １社あたりの平均（アンケート回答企業、特定事業所除く）

標準手法（自治体排出量カルテ）
２２１,２８５ t-CO2 /年

-CO2 /年/社

うち特定事業所（2019年）
２１４,000 t-CO2 /年

特定事業所の占める割合が大きい

事業者アンケートにより
計算中

-CO2 /年/全事業者
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：自動車

町民向けアンケート

事業者向けアンケート
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：自動車

【運輸部門】最新年（２０２０）のCO2排出量計算方法（アンケート結果）
町民アンケート⇒旅客として算定

①アンケート結果（月平均ガソリン使用料金・使用量/自動車保有台数）から
電気自動車を除く自動車の1台あたりの月平均ガソリン使用量を算出
ガソリン使用料金のみ回答の場合にはレギュラーガソリン料金から使用量を算定

②１台あたりの月平均ガソリン使用量 × 2020年芽室町自動車保有台数（旅客）
× ２０２０年のガソリン（軽質油）の排出係数

※資源エネルギー庁「給油所小売価格調査」レギュラーガソリン平均値（2022年１０月～２０２３年9月）

① ガソリン使用自動車台数（有効回答のみ）：518台
上記の月平均ガソリン使用量（有効回答のみ）：50,831L

50,831 ÷ 518 ＝ 98.13L /台/月

② ９８.１３ ×13,538（芽室町旅客自動車台数）÷1,000（LをKLに変換）
× 排出係数 ２．32（t CO2 /KL）
= 3,082  t CO2/月

＝ ３６,984 t CO2/年

標準手法（自治体排出量カルテ）
１８,９４５ t-CO2 /年
※運輸（旅客）
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４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：自動車

【運輸部門】 最新年（２０２０）のCO2排出量計算方法（アンケ―ト結果）
事業者アンケート⇒貨物として算定

① アンケート結果（年平均ガソリンおよび軽油使用量の合計値）
× ２０２０年のガソリンまたは軽油の排出係数 から 全回答数のCO2排出量を算出

② 全回答数のCO2排出量 ÷ アンケート回答の電気自動車以外の自動車台数
× 2020年芽室町自動車保有台数（貨物）

標準手法（自治体排出量カルテ）
３９,９８８ t-CO2 /年
※運輸（貨物）

① ガソリン使用自動車台数（有効回答のみ）：４２３台
上記の年間ガソリン使用量（有効回答のみ）：１５０,６３７L
上記の年間軽油使用量（有効回答のみ）：２，９９６,8０２L

ガソリンの年間CO2排出量：使用量×排出係数（２.32 t CO2 /KL)=３４９.48 t CO2
軽油の年間CO2排出量：使用量×排出係数（２.58 t CO2 /KL)=7,731.75 t CO2

② 8,081.23 tCO2 ÷ ４２３（アンケート自動車台数）×８，９０４（芽室町貨物自動車台数）

＝ １７０,１０7 t CO2/年

42



４. CO2の排出量データ（アンケート結果との比較）：自動車

アンケート実績
自動車（旅客＋貨物）
２０７，０９１ t CO2

標準手法（自治体排出量カルテ）
自動車（旅客＋貨物）

５８,９３３ t-CO2 /年

アンケート結果は
標準手法と比べて

3.51倍

運輸部門（自動車）は
標準手法を

使用するかどうかは
検討が必要
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5. 今後について （A町の場合）
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5.今後について（A町の場合）

4
1
6
7
1

2
5
7
4
6

2030年目標値
基準年比46％削減

【施策① 省エネルギー】

・太陽光 ・風力
・バイオマス（木質） ・地熱
で検討

・国等と連携して進める各種省エネルギー対策等
による削減見込量 6,822t-CO2

【施策②再生可能エネルギーの導入】

・省エネ法により特定事業者がエネルギー消費
原単位を年1％以上低減させる義務化による
削減見込量 5,381t-CO2

・CO2排出係数（※）の改善による削減見込量
0.601（北電2019年）⇒0.250（国の目標）
8,655 t-CO2 

4,888   ｔ-CO2
67,417ｔ-CO2

目標との乖離

20,858 ｔ-CO2

【施策③ 町独自の取り組み】
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主要な対策 削減見込み量
産業部門 165t-CO2

省エネルギー性能の高い設備・機器等の導入促進
業務部門 1,833t-CO2

建築物の省エネルギー化
高効率な省エネルギー機器の普及
トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上

家庭部門 2,090t-CO2
住宅の省エネルギー化
高効率な省エネルギー機器の普及
トップランナー制度等による機器の省エネルギー性能向上
HEMS等の導入や省エネルギー情報提供を通じた徹底的なエネル
ギー管理の実施

交通部門 2,735t-CO2
次世代自動車の普及、燃費改善等
道路交通流対策（道路交通流対策等の推進）
環境に配慮した自動車使用等の促進による
自動車運送事業等のグリーン化
公共交通機関及び自転車の利用促進
トラック輸送の効率化
物流施設の脱炭素化の推進

合計 6,822t-CO2

5. 今後について（A町の場合）

国等と連携して進める各種省エネルギー対策等による削減見込量
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